
 
 

令 和 ４ 年 度 事 業 報 告 書 

 

自：令和４年４月１日  

至：令和５年３月３１日  

 

令和４年度 事業活動について（概括） 

 

令和４年度の上半期では、周期的な「新型コロナウイルス感染症」の急拡大から、収束までの更なる

長期化も懸念されましたが、令和５年に入り、ようやく沈静化の兆しがみえはじめ、日常生活に戻りつ

つあることは大いに歓迎されるところです。 

これまでの「コロナ禍社会」にあって、消費者の価値観は多様化し、働き方改革による労働環境の変

容等から事業環境も確実に変化してきています。 

不動産業界においても非接触・非対面化への志向とともに改正宅建業法の施行とも相まってデジタル

技術サービス活用の流れは一層の高まりをみせており、このような社会環境や社会構造が変化する中に

あって、本会は、平生通り、その使命である会員支援に資する事業を検討し、あらたな支援サービスの

導入に向けて取り組んでまいりました。 

ここでは、当年度での主たる事業にかかる事業活動の動きの一端をご報告いたします。 

 

【会員支援事業】ですが、稼業支援として役立てていただくためのサービス情報を提供するため、あ

らたな提携企業の開拓を進め、複数事業者との間で業務提携を行いました。 

また、既存の支援サービスの活用・促進を図るため、メール配信システムを通じて、会員に向けて情

報提供も開始いたしました。 

次いで、【厚生・共済事業】では、既存の共済制度にかかる利用対象範囲の見直しをはかりました。 

また、さらなる厚生面の充実に向けて、あらたに葬送儀礼サービスの提供を開始いたしました。 

【相談事業】では、「不動産相談室」の運営にあたり、感染防止の観点から社会情勢に即した受付体制

を敷きつつも、本来の運営体制へ近づけるよう電話相談受付を週４日から５日（午後のみ）へと、また

弁護士による法律相談も平時の運営シフトへと組み直すように努めました。 

さらに、新規事業として家賃債務保証サービスの立上げに向け、「家賃債務保証制度検討会」を中心に

スキームの構築と提携保証会社の選定を進め、令和５年１月より「全日ラビー保証」の名称のもとに事

業をスタートいたしました。 

最後に【研修事業】では、引き続き、宅地建物取引士資格取得講座の開講をはじめとする各種講座案

内のほか、「賃貸不動産経営管理士講習（試験の一部免除）」や「賃貸住宅管理業務管理者」になるため

の「指定講習」の協力機関としての運営に努めてまいりました。 

 

一方、本会の組織運営においては、コロナ禍以前の運営体制への復帰を目指し、また、今後、デジタ

ル技術に伴う会議体制の構築や事務局業務の効率化に向けて、（公社）全日本不動産協会と協同してシス

テムの整備等に着手したほか、地方本部での役員資格審査の適正な実施の確保策を講じるなど、各種規

程の整備・改正に努めました。 

 

以上、令和４年度に実施した総本部ならびに地方本部での各事業について、その活動内容を次頁以下

に具体的に報告いたします。 



１．会員支援事業 

 

（１）全日ラビー少額短期保険株式会社の運営 

 

本会が全額出資している全日ラビー少額短期保険株式会社（以下、「全日ラビ－少短」という）の業

績伸張を図るため、優良代理店候補会員情報の収集や代理店募集等、地方本部並びに会員の協力を得

て保険商品の普及促進のための広報活動に努めた。 

なお、令和４年度での「全日ラビ－少短」の活動実績は、次のとおりである。 

・令和４年度 代理店数 ３,331 社（期首代理店数 3,057 社） 

・令和４年度 計上保険料 1,266,241,200 円 

（前年度同期末比 118.7％ 予算比 105.5％） 

 

1． 全日ラビー少短による挙績実績（令和３年度）優良地方本部に対する表彰 

令和３年度での所属会員による代理店活動実績（結果指数）の優良な上位地方本部に対して感謝状

を授与した。（令和４年１０月１９日 於：理事会） 

表彰対象地方本部は、以下のとおりである。 

岩手県本部・群馬県本部・千葉県本部・神奈川県本部・山梨県本部・大阪府本部・兵庫県本部  

なお、東京都本部については、別途、支部単位での実施。 

 

 

（２）宅地建物取引業総合賠償責任保険にかかる代理店業務 

 

「三井住友海上火災保険株式会社」を引受保険会社とする【宅地建物取引業総合賠償責任保険】の 

代理店として、令和４年度の新規加入募集（保険適用の始期日は令和４年５月１日）のほか、継続加

入、内容変更手続きなどの業務活動を進めた。 

令和４年度期末時での加入社数は、9,105 社、加入率は 26.1％、（前年度の加入率は 23.8％）令和４

年度期首時点での加入社数 8,081 社から 1,024 社増となった。 

 

 

（３）家賃債務保証制度の構築 

 

令和４年度中での事業開始に向けて、家主、借主双方にとって便益の高い「家賃債務保証」制度につ

いて、制度検討会を中心として事業スキームのプランニングとともに提携会社の選定を進めた。 

その結果、大手家賃保証会社であるジェイリース株式会社（以下、ジェイリース）と業務提携を行う

こととし、居住用物件を対象とする会員専用の家賃債務保証サービス「全日ラビー保証」を令和５年１

月よりスタートした。 

さらに、全日ラビー少額短期保険株式会社（以下、ラビー少短）の保険申込みとセットとなった「全

日ラビー保証（ラビー少短連携型）」の令和５年４月のリリースに向けて、ジェイリースとラビー少短

のシステム連携等に関し調整を進めた。 

 



いずれも利用会員に対する業務委託手数料を通じて、会員事業に対する業務支援を図るため、周知活

動に努め、当該事業の浸透をはかっていく。 

 

 

（４）適正な不動産取引の促進事業 

 

会員の適正な不動産取引の促進とこれを支援するため、総本部ならびに地方本部において、それぞ

れ以下のとおり、会員サービスに資する事業を実施した。 

 

１. 事業活動ツールの提供 

①各企業と提携し、会員割引価格で各商品及びサービスをホームページにおいて案内した。 

 

（※）令和４年度新規提携先となる。 

 

 

２. 地方本部での会員支援事業 

①各地方本部での会員支援・会員サービスに資する主たる事業は、以下のとおりである。 

地方本部 実 施 内 容 

北海道本部 

会員及び消費者に対し、「土地建物の税金ガイド」、「不動産取引における注意点 

（2023 年版）」の作成・配布 

インターネット動画を利用した会員サポートコンテンツの作成 

新規入会者に対し、「業者票」の提供 

青森県本部 会員に対し、参考書籍（株式会社大成出版社）を案内 

岩手県本部 会員に対し、「不動産取引における税制の手引き」の配布・提供 

宮城県本部 会員に対し、日建学院仙台校での各種講座特別学費サービスを提供 

福島県本部 会員に対し、報酬額票、業者票、従業者証明書の配布・提供 

提携企業 提供商品／サービス 

株式会社タス 不動産評価ＷｅｂサイトＴＡＳ－ＭＡＰ 

株式会社ＴＯＫＡＩ 夜間・休日サポートシステム 

株式会社ダンゴネット 賃貸管理ソフト「賃貸名人」 

株式会社 Keiden  ＩＣ錠「Ｆｅ－Ｌｏｃｋシリーズ」スマートロック 

ホームネット株式会社 見守っ TEL プラス 

日本リビング保証株式会社 既存設備（住宅設備機器）サポート 

アメリカン・エキスプレス・ 

インターナショナル株式会社 
ビジネスカード 

PayPay 株式会社 スマホ（キャッシュレス）決済サービス 

ｉYell 株式会社 
住宅ローンサポートサービス 

【埼玉・千葉・東京・神奈川・大阪対象】 

ネクストエナジー・アンド・リソース株式会社 太陽光発電 

フェイスイノベーションサービス株式会社 
提携プロパンガス会社利用による賃貸アパートへの 

インターネット等設備無償貸与ほか 

一般社団法人相続・事業継承コンサルティング協会 相続市場にかかるセミナーへの参加、講師派遣 

株式会社ソノ（※） 契約書・重要事項ファイルほか販売 

アート引越センター株式会社（※） 引越サービス・紹介料特典 

ヒルトングランドバケーション（※） 国内外リゾート保養施設利用権の提供 



茨城県本部 
会員に対し、免許更新案内を発送、報酬額票・業者票、協会カレンダーの配付・提供 

希望する従事務所に不動産手帳を交付 

東京都本部 

会員に対し、提携先企業（株式会社タス、株式会社 TOKAI、株式会社 Keiden、日本リビング

保証株式会社、株式会社ダンゴネット、iYell 株式会社、フェイスイノベーションサービス株式

会社、ネクストエナジー・アンド・リソース株式会社、ホームネット株式会社、PayPay 株式

会社）の取扱商品及びサービス特別価格案内 

神奈川県本部 会員に対し、「ＴＲＡ宅建試験合格講座」受講補助 

山梨県本部 

会員に対し、アットホーム（株）紹介キャンペーン・新規入会特別プランを提供 

新入会員に対し、「報酬額票」、「業者票」、「従業者証明書」の配布・提供 

会員に対し、「不動産広告ハンドブック」、「不動産の公正競争規約」の配布・提供 

新潟県本部 

弁護士相談料補助事業の実施 

会員に対し、宅地建物取引業免許更新の案内を発送 

会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」の配布・提供 

富山県本部 
会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」、「不動産広告ハンドブック（新訂版）」

の配布・提供 

長野県本部 会員に対し、看板制作費用割引サービスの案内 

石川県本部 
新規入会者等に対し、「報酬額表」・「従業者証明書」の配布・提供 

会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」の配布・提供 

静岡県本部 当該本部顧問弁護士による「会員専用無料法律相談会」の実施（年度内６回実施） 

福井県本部 会員に対し、「不動産広告ハンドブック」の配布・提供 

愛知県本部 

「秋の住宅祭 SUMASUKU フェスタ！」会場において、会員の土地情報を展示 

（応募数 30 件） 

「SUMASUKU フェスタ ～集まれ！住まいづくりビギナーさん！～土地探し＆はじめての 

住まいづくり住宅祭」会場において、会員の土地情報を展示（応募数 29 件） 

【一般社団法人ナゴヤハウジングセンター主催】 

「令和４年度土地建物の税金ガイド」、「不動産広告ハンドブック」の配布・提供 

三重県本部 会員に対し、新日本法規出版発刊書籍を案内 

京都府本部 当該本部顧問弁護士による「会員法律相談会」の実施（毎月１回） 

大阪府本部 

ラビー少短代理店募集促進用プロモ－ション動画を入会者研究会等へ活用 

会員への取引情報の提供スキームの検討および試験的運用 

会員特典にて不動産重要書類ファイルの販売 

事業継承相談窓口の開設・相談受付 

新規入会者に対し、提供サービス内容一覧を配付 

兵庫県本部 

既存会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」の配布・提供 

新規入会者に対し、「最新不動産法令集」の配布・提供 

新規入会者に対し、アットホーム（株）の初期登録費用等の割引サービス 

ならびに SUUMO の初回登録費用無料サービスを案内 

阪神支部会員に対し、ウイルス対策グッズを提供（支部懇親会中止の代替措置） 

鳥取県本部 会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」の配布・提供 

岡山県本部 会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」の配布・提供 

山口県本部 会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」の配布・提供 

徳島県本部 
会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」、「徳島県 不動産と税金 2022」の配布・

提供 

香川県本部 会員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」の配布・提供 

愛媛県本部 

会員に対し、「重説補足資料」の配布・提供 

空き家相談員に対し、「令和４年度土地建物の税金ガイド」、「令和４年度土地有効活用に 

よる節税対策 Q＆A」の配付・提供 



高知県本部 会員に対し、参考書籍（新日本法規出版株式会社・株式会大成出版社）を案内 

佐賀県本部 
会員に対し、「令和４年度ことしの税制改正のポイント」、「令和４年度会社がもらえる助成

金活用のポイント」を配布・提供 

長崎県本部 

会員に対し、各種不動産関連書籍「民間住宅に関する相談対応事例集」（改訂版）、 

「宅建業者のための定期借家基礎知識」を案内 

会員に対し、「コロナ禍を経てどう変化？消費者ニーズ最前線」、「在籍型出向に関するオン

ライン説明会」、「繁忙期に向けた賃貸市場のマーケットセミナー」オンライン講座を案内 

会員に対し、令和４年度産業廃棄物排出事業者適正処理研修会を案内 

大分県本部 

会員に対し、「ことしの土地・税制はこう変わる！」、「不動産広告ハンドブック」、 

「不動産の公正競争規約」、「不動産業界におけるメタバース基礎知識」、「不動産広告作成

上の注意点」、「賃貸物件と家財・テナント保険」、「家族信託～相続資産管理の新たな手法

～」、「全日ラビー保証」資料の配布・提供 

鹿児島県本部 
会員に対し、「不動産広告ハンドブック（新訂版）」を配布・提供 

会員に対し、参考書籍（新日本法規出版株式会社・株式会清文社）を案内 

沖縄県本部 会員に対し、「土地建物の税金ガイド」の配布・提供 

 

②企業提携に伴う地方本部での会員向けサービス等の主たる内容は、以下のとおりである。 

地方本部 提携先 提供商品／サービス等 

福島県本部 株式会社ゼンリン 住宅地図・ブルーマップ等割引案内 

千葉県本部 東京ガス株式会社 
孤独死にかかる賃貸管理サポートサービスの

情報提供「まも ROOM」 

東京都本部 株式会社ジャストコーポレーション 不動産募集看板の購入補助 

神奈川県本部 株式会社セゾンファンデックス 不動産プロジェクト融資 

大阪府本部 

アメリカン・エキスプレス・ 

インターナショナル株式会社 
ビジネス・カード会員募集 

その他協力企業 

株式会社サイキョウコーポレーション 

 株式会社セゾンファンデックス 

 株式会社プロキシー 

 パナソニックホームズ株式会社 

 大和ハウス工業株式会社 

 株式会社タカラレーベン 

 ヒルトングランドバケーションズ 

 アークシステムテクノロジーズ株式会社 

 アットホーム株式会社 

 ヤマイチ・ユニハイムステート株式会社 

 メディアマックスジャパン株式会社 

 

鳥害対策案内 

不動産プロジェクト融資案内 

間取り図作成代行・動画編集サービス案内 

マンション用地募集案内 

     〃 

〃 

バケーション・オーナーシップ案内 

「ピーマスター保証」案内 

会員限定 特別プラン案内 

マンション用地募集案内 

不動産業務支援ツール「物管 cloud」優待提供案内 

和歌山県本部 大和ハウス工業株式会社 用地募集情報・売却物件の情報提供 

愛媛県本部 
マーチャント・バンカーズ 

株式会社レスパスコーポレーション 

ホテルマイスティズ松山 優待宿泊サービス 

くつろぎの宿 樹楽 優待宿泊サービス 

 

３．契約書式等の操作に関するコールセンターの運営 

（公社）全日本不動産協会からの業務移管を受け、全日の不動産契約書式等のひな形改定（改訂）

や作成時のシステムの操作方法や機能にかかるサポートを行う「操作に関するコールセンター」を運

営した。 （業務時間 月・火・木・金 午前 10 時～午後４時まで） 



２．教育研修事業 

 

会員各社の従業員向け研修及び人材育成を目的として、専門学校等と提携し「宅地建物取引士」資格

取得をはかる研修ほか、不動産業全般にかかる各種資格取得に向けた講習、会員各社の従業員育成教育

をサポートするための研修を実施するとともに会員向け優待割引にて各講座の案内を行った。 

令和４年度での活動は、以下のとおりである。 

 

（１）資格取得支援講座 

 

１．会員各社従業員の資格取得支援のため、専門学校と提携し全国会員対象とした資格試験対策講座

を開催した。 

 

・東京都本部事業として「ＴＲＡフォーラム 21」の運営 

 

①令和４年度「ＴＲＡ宅建試験合格講座」 

宅地建物取引士の資格取得を支援する講座として、今年度も全国の受講希望者に向けて Zoom

によるライブ講義配信（全 24 回のカリキュラムを受講希望者に向けて配信）と同時に Web 動画

講義も併用して実施した。加えて、本年度は上記講義のほか、模擬試験・解説講義を充実させた

内容とした。 

②「宅建試験 超重要ポイント一問一答」 

宅建試験の主要科目である「宅建業法と権利関係」から厳選した正誤問題の重要ポイントを

解説する Web 動画を配信した。 

③「宅建試験直前講座」 

当該年度の宅建試験で特に重要なポイントについて直前期での総復習や苦手ポイントの克服 

に向けた講義を Web 動画配信により実施した。 

 

フォーラム 

２１ 

開催日時 受講対象 

テ ー マ 講  師 等 

2４回講義 

配信期間：令和４年 4 月 13 日 ~ 令和４年 10 月 5 日 全国会員対象 

ＴＲＡ宅建試験合格講座（全 24 講義を予定） 

※Zoom での生講義配信＋Web 講義（動画配信）にて対応。 

ＬＥＣ 専任講師 

黒田 武雄 氏 

第１回 

配信期間：令和４年８月８日 ~ 令和４年 12 月 18 日 全国会員対象 

宅建試験（宅建業法＆権利関係）超重要ポイント一問一答 

※上記期間 Web 講義（動画配信）にて対応。 

日建学院 講師 

宮嵜 晋矢 氏 

第２回 

配信期間：令和４年９月 20 日 ~ 令和４年 12 月 18 日 全国会員対象 

宅建試験直前講座（ポイント解説動画） 

※上記期間 Web 講義（動画配信）にて対応。 

日建学院 講師 

宮嵜 晋矢 氏 

 

 

２．会員各社従業員の資格取得支援のため、以下の地方本部において各専門学校と提携または講師を 

招いて資格取得支援講座を開催した。 



 

 

 

（２）実務研修 

 

会員各社従業員のスキルアップのため、また、法改正及び税制改正へ適切に対応するため、以下の地

方本部において実務研修を実施した。 

 

地方本部 
開催日時 受講対象 

テ ー マ 講師・運営方法等 

 

 

宮城県本部 

 

 

 

令和４年６月 23 日・8 月 10 日 宮城県本部女性会員対象 

女性部会研修会 

「空き家対策・住宅活用について・遺品整理について」 

「ラビーネットについて」 

於：宮城県本部事務局３階 

（Zoom によるオンライン） 

令和４年７月５日 宮城県本部新規入会会員対象 

新入会員研修会 於：宮城県本部事務局３階 

地方本部 
開催日時 受講対象 

テ ー マ 講師・会場等 

北海道本部 
令和４年９月 28 日・10 月５日・10 月６日 北海道本部会員対象 

宅建試験直前模擬試験 於：北海道本部会議室  LEC 講師 

栃木県本部 

令和４年６月 17 日 栃木県本部会員対象 

宅建試験 傾向と対策 勉強会 於：大銀杏ビル 8 階 セミナールーム 

令和４年９月 22 日 栃木県本部会員対象 

宅建試験 法改正 得点アップ勉強会 於：栃木県本部 研修ルーム 

埼玉県本部 

令和４年８月 24 日・9 月７日・9 月 21 日 埼玉県本部会員対象 

全日埼玉宅地建物取引士資格試験無料セミナー・模擬試験 

・実力確認テスト（中級編） 

・学力診断テスト（上級編） 

・アチーブメントテスト（本試験レベル） 

於：全日埼玉会館５階会議室 

  又は自宅受講 

東京都本部 

令和 4 年 9 月 28 日・10 月３日 東京都本部会員対象 

住宅新報 宅建模擬試験＆解説 

於：全日東京会館２階 全日ホール 

令和４年 11 月 14 日 

管理業務主任者試験対策講座 

令和４年 11 月 24 日 

マンション管理士試験対策講座 

神奈川県本部 

令和４年 7 月 27 日・８月 24 日・９月 14 日・10 月 5 日 神奈川県本部会員対象 

宅建試験対策セミナー 短期集中総まとめ講座 

～権利関係編・宅建業法編・法令上の制限編・全科目～ 

於：神奈川県本部研修室 LEC 講師 

（Zoom によるオンライン） 

富山県本部 

令和４年６月 15 日 富山県本部会員対象 

本試験の傾向と 2022 年度対策（日建学院） 

於：全日富山会館 令和４年 7 月 22 日・9 月 29 日 

受験対策無料模試試験（総合資格学院） 

長野県本部 

令和４年 6 月９日 長野県本部会員対象 

宅建士試験対策特別講座 於：アルピコプラザホテル 

令和４年 7 月 13 日・8 月 10 日 長野県本部会員対象 

宅建士試験対策講座 於：サンプロアルウィン会議室 



 

（宮城県本部） 

令和４年９月６日・令和５年 2 月 21 日 宮城県本部北ブロック会員対象 

北ブロック研修会 

「不動産登記法改正のポイント」 

「埋蔵文化財調査の手続きについて」他 

 

於：泉区中央市民センター 

於：ホテルキャッスルプラザ多賀城 

令和 4 年 10 月３日・令和５年２月 13 日 宮城県本部南ブロック会員対象 

南ブロック研修会 

「相続登記の義務化について」 

「若手県議が語る！これからの宮城のまちづくりについて」  

 

於：あすと長町デンタルクリニック貸会議室 

於：旬采だいこんの花 

令和４年 12 月６日 宮城県本部新規入会会員対象 

開業後のサポート研修 於：宮城県本部事務局３階 

福島県本部 
令和４年９月 26 日 福島県本部会員対象 

住まいの講演会 於：ビッグパレットふくしま 

東京都本部 

令和４年９月 22 日・10 月 14 日・11 月 10 日 東京都本部会員対象（定員 100 名） 

TRA フォーラム 21 －不動産セミナー－ 

～不動産調査手法を体系的に学ぶ、抑えるべき 

ポイント集中解説～ 

第１回「不動産調査の全体像」の把握と「現地調査」 

を極める 

第２回「法務局調査」で何が問題になるか？ 

第３回 徹底解説「役所調査」手法と法令・条例 

於：全日東京会館 ２階全日ホール 

 

株式会社こくえい不動産 

代表取締役 和田 周氏 

神奈川県本部 

令和４年７月７日 神奈川県本部会員対象 

ついに生産緑地が動く！宅地の大量供給時代！ 

神奈川県本部研修室及び Zoom による 

オンライン 

令和４年８月 16 日 

不動産業者が知っておくべき税務の落し穴と 

最新トピックス 

令和４年 9 月 30 日 

公図・不動産登記簿の見方・読み方 

令和４年 10 月 28 日 

重要事項説明のトラブルを未然に防ぐ重要ポイント 

令和 4 年 11 月 25 日 

不動産業者が知っておきたい家族信託の活用事例 

と提案方法 

令和４年 12 月１５日 

立退きの実務 

令和５年 1 月 12 日 

契約不適合責任 

令和 5 年 2 月 17 日 

底地・借地権の妙味と競売・公売での入手法 

令和５年 3 月７日 

インターネット集客・最前線 

岐阜県本部 

令和５年１月 18 日 岐阜県本部会員対象 

新年講演会 

今後の不動産業の展望について 
於：グランベール岐山 

大阪府本部 

令和４年８月９日・８月 23 日 大阪府本部会員対象 

電子契約セミナー 

於：全日大阪会館４階会場 令和５年 1 月 27 日 

インボイス制度対応セミナー 



岡山県本部 

令和４年４月 14 日 岡山県本部会員対象 

会員支援研修会  

賃貸住宅管理業法の概要と守るべき内容とは 
Zoom によるオンライン 

令和４年 8 月 29 日 岡山県本部会員対象 

会員支援研修会  

IT 重説など非対面ツールの活用について 
於：杜の街グレース 

令和４年 11 月 29 日 岡山県本部会員対象 

「インボイス制度」及び「改正電子帳簿保存法」について 於：国際交流センター 

福岡県本部 

令和４年４月 20 日・４月 22 日・4 月 26 日 

10 月 13 日・10 月 24 日 

令和 5 年 3 月 15 日・3 月 22 日 

福岡県本部会員対象 

於：福岡県本部  

於：北九州国際会議場 
業務ノウハウ勉強会（全日との共同開催） 

大分県本部 

令和４年 5 月 17 日 大分県本部会員対象 

土地・住宅税制の改正について 

不動産業界におけるメタバース基礎知識 

於：レンブラントホテル大分 令和４年 8 月２日 

不動産広告作成上の注意点 

不動産取引におけるトラブル事例と防止策 

令和４年 9 月１日・令和５年３月 14 日 大分県本部新入会会員対象 

新入会員研修 於：全日県本部 

令和４年 11 月 17 日 大分県本部会員対象 

ラビー少額短期保険 

重説等の電磁的方法による提供 

重要土地調査法の概要 

所有者不明土地関連 於：レンブラントホテル大分 

令和５年 2 月 9 日 

全日ラビー保証 

家族信託の仕組みと取扱事例 

鹿児島県本部 
令和５年 1 月 18 日 鹿児島県本部会員対象 

宅地建物取引業に関する紛争・実務等について 於：かごしま県民交流センター 

沖縄県本部 
令和４年 10 月５日 沖縄県本部新入会会員対象 

新規免許業者研修 於：P‘ｓ ＳＱＵＥＡ 

 

 

（３）ビジネス講座・経営者研修 

 

経営戦略、社員育成等に関する知識習得を目的として、以下の地方本部において主に経営者を対象と

した研修会を開催した。 
 

 

地方本部 
開催日時 受講対象 

テーマ 会場 

岩手県本部 
令和４年 12 月６日 岩手県本部会員対象 

建築儀礼について 盛岡八幡宮 

 

宮城県本部 

 

令和４年５月 19 日・12 月８日・令和５年 1 月 16 日 宮城県本部女性会員対象 

女性部会研修会 

「旧奥州街道古民家散歩」 

於：河原町～南材木町～南染師町 

 



 

 

（４）講座等の優待案内 

 

１．専門学校等と提携し、会員に向けて各講座を会員優待割引にて案内した。 

 

①日建学院（株式会社建築資料研究社） 

以下のとおり、各講座を優待価格にて案内した。 

ア 宅建本科コース 

優待価格 220,000 円（定価 253,000 円） 

イ 宅建短期集中コース 

優待価格 165,000 円（定価 198,000 円） 

 

（宮城県本部） 

「県政報告会 空き家問題等」 

「ジョイセフの活動について」 

於：宮城県本部事務局 3 階会議室 

オンライン講義 

令和４年６月 14 日 宮城県本部会員対象 

３ブロック合同研修会 

「不動産業者が取り組むべき SDGs」 

於：石巻グランドホテル 

TKP ガーデンシティ 

まちづくりオーガ 

令和４年 10 月１６日 宮城県本部北ブロック会員対象 

北ブロック研修会 

「昨今の世界情勢から見えた日本の課題」 

 

於：グランド平成 

神奈川県本部 

令和４年 12 月 23 日 神奈川県本部会員対象 

課税事業者向けインボイス・電子帳簿保存法対策セミナー 

神奈川県本部研修室及び Zoom による 

オンライン 

令和５年 1 月 27 日 

営業マン必見！提案プレゼン力向上セミナー 

令和５年 2 月 28 日 

後継者不足を解消するための事業承継対策セミナー 

令和５年 3 月２４日 

すぐに役立つ雇用トラブル対策のポイント 

新潟県本部 

令和４年 11 月 27 日 新潟県本部会員対象 

ビジネス講座 投資の基礎を学ぼう！ 

～現役証券マンが実践する投資術～ 
於：駅南貸会議室 KENTO ２階 Room B 

大阪府本部 

令和４年５月 27 日・11 月１０日 大阪府本部会員対象 

事業継承セミナー 

於：全日大阪会館４階会場 

令和４年６月 28 日 

問題だらけの日本の不動産セミナー 

令和４年９月 15 日 

元気な会社にワケがある！セミナー 

令和５年 2 月９日 

マザーズオークションセミナー 

令和５年 3 月 9 日 

不動産関連法改正事項 集中研修 

令和５年３月 10 日 

借地権・底地取引の基礎知識 

兵庫県本部 
令和５年 3 月 14 日 兵庫県本部会員対象 

SUUMO マーケットセミナー 於：全日兵庫会館 



 

ウ 直前対策コース 

優待価格 110,000 円（定価 132,000 円） 

エ 登録講習（宅建試験 5 問免除） 

優待価格  11,000 円（定価 15,000 円） 

 

②ＬＥＣ（株式会社東京リーガルマインド） 

以下のとおり、各講座を優待価格にて案内した。 

ア 登録講習（宅建試験 5 問免除） 

優待価格  11,000 円（定価 18,000 円）（※関東圏対象） 

イ 登録実務講習（2 年以上の実務経験補完） 

優待価格  15,000 円（定価 22,000 円） 

 

③株式会社住宅新報 

以下の講座を優待価格にて案内した。 

ア 登録講習（宅建試験 5 問免除） 

優待価格  10,000 円（定価 16,800 円） 

          イ 宅建模擬試験＆解説（※一都三県対象 計２回開催） 

       １回受講料 6,000 円 / 2 回受講料 10,000 円 

 

④総合資格学院・ＬＥＣ（株式会社東京リーガルマインド）（共同企画） 

以下の講座を優待価格にて案内した。 

ア 宅建士模試 

優待価格   4,400 円（定価 5,500 円） 

 

⑤総合資格学院 

以下のとおり、各講座について優待価格にて案内した。 

ア 宅建パーフェクト合格必勝コース 

優待価格 250,000 円（定価 370,000 円）※税別 

イ 宅建合格必勝コース 

優待価格 210,000 円（定価 290,000 円）※税別 

ウ 宅建ビクトリーコース 

優待価格 190,000 円（定価 260,000 円）※税別 

エ 宅建超短期合格コース 

優待価格  90,000 円（定価 180,000 円）※税別 

オ 賃貸不動産経営管理士ＷＥＢコース 

優待価格  50,000 円（定価 82,000 円）※税別 

 

⑥株式会社週刊住宅タイムズ（明海大学不動産学部・TRC 協同企画） 

以下の講座を優待価格にて案内した。 

     ア 宅地建物取引士試験対策講座（Web オンライン講座 年間 20 回） 



優待価格  76,000 円（定価 80,000 円）※税別 

特典：翌年再受講割引あり 

 

２．以下の地方本部において、各専門学校等と提携し優待価格で各講座を案内した。 
 

地方本部 提携先 講座名 

北海道本部 ＬＥＣ（東京リーガルマインド）札幌校 宅建士講座ほか 

青森県本部 日建学院青森校・八戸校 宅地建物取引士登録講習講座 

宮城県本部 日建学院仙台校 講座等特別学費サービス 

福島県本部 

日建学院郡山校 
宅建スーパー本科コース 

宅建本科コース他 講座 

ライセンスアカデミー郡山校 
完全合格パーフェクトコース 

完全合格セーフティコース他 講座 

総合資格学院郡山校 
合格必勝コース 

パーフェクト合格必コース 

千葉県本部 日建学院千葉校 宅地建物取引士スーパー本科コース他 講座 

石川県本部 日建学院金沢校 
宅地建物取引士無料模試試験・特別講義 

試験対策講習会・LIVE 講義 

愛知県本部 大原法律専門学校名古屋校 宅地建物取引士受験対策講座 

徳島県本部 日建学院徳島校 

宅建スーパー本科コース 

宅建本科コース 

宅建短期集中コース 

宅建直前対策コース 

香川県本部 日建学院高松校 
宅建登録講習（５問免除） 

宅建本科コース 

高知県本部 日建学院高知校 
宅建登録講習  

宅建士本科コース・直前対策コース 

福岡県本部 九州不動産専門学校 令和５年度「登録講習（宅建本試験５問免除）」 

沖縄県本部 
日建学院沖縄校 宅建士講座ほか 

ＬＥＣ（東京リーガルマインド）那覇校 宅建登録実務講習ほか 

 

 

（５）賃貸不動産経営管理士講習（試験の一部免除）の運営 

 

「賃貸不動産経営管理士協議会」の構成団体である（公社）全日本不動産協会の講習指定機関として

国家資格化された「賃貸不動産経営管理士」資格取得に向けた 5 問免除講習の受講申込等、実施・運営

を行った。（受講者数：695 名）  

全国 11 会場：札幌、大宮、千葉、東京、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸、広島、福岡 

 

 

（６）宅地建物取引士が業務管理者になるための『指定講習』の運営 

 

「賃貸不動産経営管理士協議会」の構成団体である（公社）全日本不動産協会の講習協力機関として、

宅地建物取引士が『賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律』に基づく「業務管理者」資格要件を

満たすための『指定講習』の受講申込等、実施・運営を行った。（受講者数：469 名） 



３．不動産取引総合相談事業（公益目的事業） 

 

会員に対する業務支援とともに適正な不動産取引を推進するため、会員及び一般消費者等への不動産

取引に関する相談事業として「ＴＲＡ不動産相談室」を以下のとおり運営した。 

 

（１）令和４年度での相談体制について 

 

令和４年度においても、新型コロナウイルス感染症による感染防止対策を講じつつ、会員をはじめ一

般相談者から寄せられる不動産取引にかかる様々な照会事項への応答や情報の提供などを通じて、疑問

の解消、トラブルの未然防止に努めた。 

特に当該年度のでは、コロナ感染者再拡大が見られる環境にあったが、極力、面談での税務相談を除

き、本来の運営に近づけるように努めてきた。その結果、今年度での受付件数は、前年度の 4,788 件か

ら 1,553 件増（３割増加）となる受付を行った。 

 

相談方法別 令和４年度 受付体制・件数 

 

※土日祝日、GW、夏季休暇、年末年始休暇を除く 

 

［参考］ ・令和３年度 相談件数    4,788 件（電話 4,782 件  法律  6 件  税務 －件） 

・令和２年度 相談件数    4,117 件（電話 4,098 件  法律 19 件 税務 －件） 

・令和元年度 相談件数    9,588 件（電話 9,487 件  法律 95 件 税務 6 件） 

相談方法 相談日時 相談件数 

電話相談 
（令和４年４月１日 ～ 令和５年３月 31 日） 

毎週 月・火・水・木・金 13：00 ～ 16：00 
6,299 件 

法律相談（面談） 
（令和４年４月 1 日 ～ 令和５年３月 31 日） 

毎週 火 ／ 偶数週 木 13：00 ～ 16：00 
42 件 

合   計      6,341 件 



 

 

 

 

 

 

 

◇都道府県別

会員 非会員 一般 合計 比率

北海道 194 1 8 203 3.2%

青　森 15 5 20 0.3%

岩　手 12 1 13 0.2%

宮　城 17 3 20 0.3%

秋　田 20 20 0.3%

山　形 17 1 18 0.3%

福　島 41 2 4 47 0.7%

茨　城 32 1 4 37 0.6%

栃　木 23 1 24 0.4%

群　馬 27 1 28 0.4%

埼　玉 214 2 26 242 3.8%

千　葉 315 2 26 343 5.4%

東　京 3040 32 198 3270 51.6%

神奈川 356 2 42 400 6.3%

山　梨 26 26 0.4%

新　潟 29 1 30 0.5%

富　山 18 2 20 0.3%

長　野 18 3 21 0.3%

石　川 22 3 25 0.4%

福　井 2 1 3 0.0%

岐　阜 28 1 3 32 0.5%

静　岡 132 9 141 2.2%

愛　知 172 25 197 3.1%

三　重 44 4 48 0.8%

滋　賀 8 2 4 14 0.2%

京　都 72 7 79 1.2%

大　阪 474 3 24 501 7.9%

兵　庫 92 1 7 100 1.6%

奈　良 11 2 13 0.2%

和歌山 2 1 3 0.0%

鳥　取 5 5 0.1%

島　根 15 15 0.2%

岡　山 23 1 24 0.4%

広　島 57 1 5 63 1.0%

山　口 18 2 20 0.3%

徳　島 7 7 0.1%

香　川 8 8 0.1%

愛　媛 5 5 0.1%

高　知 15 1 16 0.3%

福　岡 112 3 115 1.8%

佐　賀 8 8 0.1%

長　崎 12 2 14 0.2%

熊　本 22 3 25 0.4%

大　分 7 7 0.1%

宮　崎 16 1 17 0.3%

鹿児島 5 5 0.1%

沖　縄 47 2 49 0.8%

合　　計 5855 51 435 6341 100.0%

令和４年度　ＴＲＡ不動産相談室　受付件数　



（２）相談内訳 

 

①相談者                  ②相談内容 

  

                       

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．福利厚生事業 

 

（１）共済事業 

 

１．会員に対する福利厚生面の充実を図るため、総本部事業として共済事業を実施し、各種共済金等

の給付手続きを行った。 

また、地方本部においては当該共済事業の周知等、窓口案内に努めた。 

各事由に応じた令和４年度における共済金等の給付実績は、以下のとおりである。 
 

給付種別 給付金額 年度内給付者数 

死亡共済金（７９歳以下） １００万円    ７３名 

死亡見舞金（８０歳以上） １０万円  ２２名 

入院見舞金（※） ５万円  １００名 

火災見舞金 ５万円  ３名 

配偶者弔慰金 ５万円  １７名 

人間ドック助成金（４０歳以上） 受診費用実費のうち上限５千円 ６５名 

（※）正会員代表者に加え、従たる事務所の政令使用人（ただし、本会に登録されている者に限る。）も対象。 

 

２．上記共済事業のうち、【人間ドック助成金】の給付については、令和５年４月よりその対象範囲を

「従たる事務所の政令使用人」にも適用・拡大することを決定（令和４年１０月１９日理事会承認）

し、さらに、助成額の上限を、次年度より１万円に引き上げることとした。（令和５年３月１７日理

事会承認） 

  また、【生命（死亡）共済金】の対象支給年齢を次年度より８０歳に引き上げるとともに、これに

併せて【死亡見舞金】を８１歳に変更することとした。（令和５年３月１７日理事会承認） 



 

死亡共済金 死亡見舞金 入院見舞金 配偶者弔慰金 火災見舞金 人間ドック 合計

北海道 2 0 5 1 0 0 8

青森 0 0 0 0 0 1 1

岩手 0 0 1 0 0 2 3

宮城 2 0 3 0 0 0 5

秋田 0 0 0 0 0 1 1

山形 0 0 0 0 0 0 0

福島 2 0 1 0 0 0 3

茨城 1 0 1 2 0 1 5

栃木 3 0 3 0 0 3 9

群馬 1 0 0 0 0 1 2

埼玉 7 3 9 1 0 0 20

千葉 1 0 2 0 1 0 4

東京 15 6 27 1 0 7 56

神奈川 0 3 5 2 0 22 32

山梨 1 0 0 0 0 1 2

新潟 0 1 1 0 0 3 5

富山 0 0 1 1 0 0 2

長野 3 0 0 1 0 0 4

石川 1 0 0 0 0 2 3

福井 1 0 0 0 0 0 1

岐阜 1 2 0 0 0 1 4

静岡 3 0 5 1 0 4 13

愛知 0 1 1 0 0 0 2

三重 1 2 0 1 0 0 4

滋賀 0 0 0 0 0 0 0

京都 1 0 1 0 0 1 3

大阪 8 0 9 3 0 3 23

兵庫 3 1 3 1 0 1 9

奈良 1 0 0 0 0 1 2

和歌山 0 0 1 0 0 0 1

鳥取 0 0 0 0 0 0 0

島根 1 0 0 0 1 1 3

岡山 0 1 0 0 0 0 1

広島 2 1 5 1 0 0 9

山口 1 0 1 0 0 1 3

徳島 0 0 2 0 0 0 2

香川 0 0 0 1 0 2 3

愛媛 2 1 1 0 0 1 5

高知 1 0 3 0 0 0 4

福岡 3 0 1 0 0 0 4

佐賀 0 0 0 0 0 1 1

長崎 0 0 2 0 1 0 3

熊本 2 0 1 0 0 0 3

大分 2 0 2 0 0 0 4

宮崎 1 0 0 0 0 0 1

鹿児島 0 0 3 0 0 3 6

沖縄 0 0 0 0 0 1 1

合計 73 22 100 17 3 65 280

令和4年度　共済金給付実績一覧



（２）会員優待施設の利用案内 

 

提携企業の協力を得て、宿泊施設を優待価格にて案内した。 

令和４年度での利用実績は以下のとおりである。 
 

提携企業 施設 利用者数 

株式会社藤田観光 
ビジネスホテル・藤田観光リゾート 

ウィスタリアンライフの各施設 
18 件 94 名 

株式会社フォレスト フォレストリゾート７施設 ６件  14 名 

株式会社共立メンテナンス 
ドーミーイン（ホテル） 

共立リゾート（ホテル・湯宿） 
５件 12 名 

 

 

 

（３）福利厚生サービスにかかる企業提携サービス 

 

本年度より、総本部において以下の企業と提携を開始し、会員への福利厚生サービスの充実に努

めた。 

 

① 総本部を通じて同法人主催による「遺品整理・相続手続オンラインセミナー」を案内した。 

（長野県本部・高知県本部） 

 

 

（４）地方本部での会員交流・親睦・優待事業等 

 

地方本部において、令和４年度に実施した主な会員親睦行事は、以下のとおりである。 
 

地方本部 行事内容等 開催日程 

北海道本部 合同忘年会 令和４年 12 月６日 

青森県本部 会員交流会 令和 4 年 11 月 18 日 

岩手県本部 TRA 岩手ゴルフコンペ 令和４年６月８日・10 月５日 

宮城県本部 

青年部会・研修会・懇親会・ 

各種イベント等 

令和４年４月５日・６月８日・６月 23 日 

8 月 11 日・11 月 29 日・令和５年 2 月 22 日 

中ブロック・青年部会合同 釣り大会 令和４年７月６日 

南三陸被災地視察ツアー 令和４年７月 13 日 

女性部会・勉強会・懇親会等 
令和４年４月５日・8 月 10 日・11 月 18 日 

12 月８日・令和５年 1 月 16 日・２月 16 日 

北ブロック懇親会ほか 
令和４年６月 14 日・9 月 10 日・10 月 16 日 

12 月 13 日・令和５年 2 月 21 日 

中ブロック懇親会・情報交換会 令和４年６月 14 日・11 月 22 日 

南ブロック懇親会・忘年会 
令和４年６月 14 日・10 月３日・12 月６日 

令和５年 2 月 13 日 

秋田県本部 会員交流会 令和４年 12 月 14 日 

山形県本部 

親睦芋煮会 令和 4 年 10 月 12 日 

親睦ゴルフコンペ 令和４年 10 月 20 日 

３エリア別新年親睦会 令和５年 2 月３日・２月 7 日・2 月 18 日 

提携企業 サービス内容 

株式会社全国儀式サービス 葬送儀礼および周辺サービス 



福島県本部 

会館お掃除ボランティア（郡山地区） 令和４年５月 19 日 

郡山地区会・懇親会 令和４年７月 19 日・令和 5 年 1 月 13 日・3 月２日 

会津地区会・懇親会 令和４年７月 28 日・令和 5 年 1 月 23 日 

福島地区会・役員会・懇親会 
令和４年 11 月 15 日・令和５年 1 月 17 日 

1 月 19 日・3 月 28 日 

いわき地区会・新年会 令和 5 年 1 月２０日 

茨城県本部 親睦会 令和４年 10 月 20 日 

栃木県本部 会員交流会（ゴルフコンペ） 令和４年 11 月 11 日 

群馬県本部 

北毛地区役員選考会・懇親会 令和５年 1 月 26 日 

西毛地区役員選考会・懇親会 令和５年 2 月 22 日 

東毛地区役員選考会・懇親会 令和５年 2 月 13 日 

埼玉県本部 

県東支部  

ゴルフコンペ・新入会員名刺交換親睦会 
令和４年 7 月６日・令和５年 2 月 21 日 

県北支部 スポーツ親交会 令和 4 年 8 月５日・令和５年３月 17 日 

県央東支部 バス親睦会 令和４年８月 22 日 

県西支部 ゴルフ親交会 令和４年９月 28 日 

ＮＥＷＹＥＡＲゴルフ親交会 令和５年 1 月 25 日 

千葉県本部 チャリティーゴルフコンペ 令和５年 2 月１日 

東京都本部 

ホリプロ / 松竹 / ジオ・ブレーン 

制作舞台公演会員優待・助成 

藤田観光 / フォレストリゾート 

公演時（適時）助成対象は指定作品の鑑賞時 

（一部適用外あり） 

施設優待利用 

会員交流会 令和 4 年 9 月 12 日 

神奈川県本部 

懇親会・ゴルフコンペ・ボーリング大会等 

（支部別） 
適宜（計４１回開催） 

万葉の湯・万葉倶楽部４施設優 施設優待利用 

富山県本部 会員交流会（入会３年未満） 令和４年 6 月 24 日 

長野県本部 チャリティーゴルフコンペ（青年部） 令和４年 9 月 14 日 

石川県本部 
ラビー交流会 令和４年６月 28 日 

賀詞交歓会 令和 5 年 1 月 26 日 

福井県本部 
ゴルフコンペ 令和４年６月 16 日 

賀詞交歓会 令和５年 2 月 17 日 

愛知県本部 
懇親旅行、視察旅行、会員交流会ほか 

（支部別） 

令和４年６月 22 日・９月８日～９月 10 日 

10 月 29 日・11 月 16 日・11 月 18 日・11 月 21 日 

11 月 25 日・11 月 26 日・令和 5 年 1 月 17 日 

1 月 24 日・2 月 28 日・３月８日 

滋賀県本部 

会員親睦ゴルフコンペ 令和４年 10 月 12 日 

会員親睦旅行 令和４年 10 月 21 日 

会員親睦名刺交換会 令和５年 1 月 17 日・３月 20 日 

京都府本部 

ゴルフ大会（ゴルフコンペ） 令和４年７月６日・11 月 9 日・令和 5 年 3 月 8 日 

釣り大会 令和 4 年 11 月１日 

会員交流会 令和 4 年 11 月 28 日 

ボーリング大会 令和５年２月 27 日 

 

 

大阪府本部 

 

 

「らびーず倶楽部」各種親睦行事 倶楽部数 24 部 適宜活動 

リーガロイヤルホテル 割引宿泊優待 

プロバスケットボール試合観戦 観戦チケット優待 

会員大交流会 令和４年６月３日・９月 21 日 

女性会員交流会 令和４年７月 21 日・11 月 9 日 



 

（大阪府本部） 

全日設立 70 周年記念ゴルフコンペ 令和４年 11 月９日 

ボーリング大会 令和５年 3 月１日 

各支部別交流・親睦行事（支部別） 適宜 

兵庫県本部 

親睦旅行 令和４年 10 月 20 日・21 日 

新入会者座談会・懇親会 令和４年 11 月 11 日 

３地区別忘年会 令和４年 11 月 29 日・12 月５日・12 月６日 

鳥取県本部 
会員交流会ゴルフコンペ 令和４年９月 14 日 

懇親会 令和５年２月 15 日 

島根県本部 
親睦旅行 令和 4 年 10 月 21 日 

不動産協会交流ゴルフコンペ 令和 4 年 11 月 2 日 

岡山県本部 山口県内視察親睦旅行 令和４年 10 月 21 日・22 日 

山口県本部 懇親会 令和４年５月 17 日 

徳島県本部 意見交換会 令和４年 12 月７日 

香川県本部 

青年部主催会員勉強会・名刺交換会 令和４年８月 17 日 

四国地区青年部会連絡会 令和４年５月 10 日・８月 17 日 

青年部ラビット会ゴルフコンペ大会 令和４年５月 13 日・12 月 16 日 

地域ボランティア活動 適宜 

全国青年部大会山口県大会 令和４年 10 月 19 日 

愛媛県本部 
懇親・慰労会 令和４年６月～７月にかけて計４回実施 

会員交流倶楽部 令和４年 9 月 14 日設立 

高知県本部 全国青年部大会山口県大会 令和４年 10 月 19 日 

福岡県本部 

会員交流会（新入会員名刺交換会） 
令和４年 7 月 28 日・12 月 14 日 

令和５年 3 月 13 日 

会員交流会（うさぎ愛好会） 

令和４年９月 7 日・９月 13 日・10 月 25 日・11 月１日

11 月 24 日・12 月 6 日・令和５年 1 月 26 日・3 月 28 日 

3 月 29 日 

佐賀県本部 意見交換会（情報交換会） 令和 4 年 11 月 25 日 

長崎県本部 会員懇親会 令和４年 5 月 18 日・10 月 22 日 

宮崎県本部 
県本部親睦ゴルフコンペ 

令和４年５月 10 日・9 月 13 日 

12 月 6 日・令和５年２月 7 日 

青年部会 毎月第２水曜日 

鹿児島県本部 

プロバスケットボール試合観戦 観戦招待 

親睦旅行 令和４年１０月２１日 

会員交流会 令和５年１月１８日 

沖縄県本部 忘年会 令和４年 12 月 16 日 

 

 

５．組織事業 

 

（１）会員の拡充について 

 

令和５年３月 31 日時点での正会員数は、34,890 社であり、当年度期首時点より 961 社の増加とな

った。 

引き続き、全日グループの将来にわたる発展に向けて、本会会員の皆様の満足度の向上を目指し努

めていく。 

 



（２）令和４年度における新規入会受付実績について 

 

 

 

（３）入会促進実績（令和３年度）の顕著な地方本部に対する表彰について 

 

入会促進策の推進にあたり、全日本不動産協会ならびに不動産保証協会とともに令和３年度におい

て顕著な実績を示した新規入会比率上位地方本部に対する表彰等を行った。（令和４年６月２９日） 

地方本部 
令和４年度 

期首正会員数 

主たる事務所入会社数 

（期内累計） 

従たる事務所入会社数 

（期内累計） 
期 末 正 会 員 数 

北海道 １,０４１ １０８ １０ １,１０３ 

青森県 １６５ ８ ２ １６６ 

岩手県 １２４ １１ ― １３２ 

宮城県 ６７０ ３０ ８ ６７８ 

秋田県 ９３ ９ ― １００ 

山形県   ９４ ８ ― ９５ 

福島県 ３３８ １４ ３ ３３８ 

茨城県 ２２７ １８ ７ ２３５ 

栃木県 １６２ １４ ８ １６２ 

群馬県  ２９２ １８ ４ ２９８ 

埼玉県 １,６７４ １１５ ２９ １,７１７ 

千葉県 １,１８８ ８０ ３３ １,２１７ 

東京都 １０,２９６ ７１４ １１６ １０,５５２ 

神奈川県 ２,２４６ １２３ ２９ ２,３００ 

山梨県 １１３ １５ １ １２１ 

新潟県 ２６０ １３ １ ２６２ 

富山県 ２０６ ５ １ ２０３ 

長野県 ２８０ １２ １ ２７２ 

石川県 １４１ １７ ― １５２ 

福井県 ６９ ３ ― ７０ 

岐阜県 ２０６ ２２ ２ ２２４ 

静岡県 ７１５ ４１ ６ ７３３ 

愛知県 １,２５１ ５１ ２１ １,３０２ 

三重県 ２２６ ８ ３ ２２１ 

滋賀県 ２８７ ２６ ３ ３０５ 

京都府 ８５４ ３９ １０ ８５８ 

大阪府 ４,８４０ ３６０ ５２ ５,０３０ 

兵庫県 １,０４９ ５３ １５ １,０６６ 

奈良県 ２５６ １４ １ ２５７ 

和歌山県 １３５ ６ ― １３４ 

鳥取県 ４３ ５ １ ４６ 

島根県 １２６ １１ ４ １３３ 

岡山県 ４１８ ２６ ５ ４３６ 

広島県 ５７５ ３４ ３ ５８５ 

山口県 １８２ ７ ２ １８６ 

徳島県 １１６ １２ ３ １２７ 

香川県  １２０ １２ １ １３０ 

愛媛県 ３４６ １７ ２ ３４６ 

高知県 ９６ 3 １ ９４ 

福岡県 ８２８ ５５ ２０ ８５２ 

佐賀県 １１２ １３ １ １１８ 

長崎県 ２１１ １３ ３ ２１７ 

熊本県 ２６５ ２７ ４ ２７９ 

大分県 １８６ １２ ３ １９１ 

宮崎県 １７７ １１ ― １７８ 

鹿児島県 １７３ １３ ― １７６ 

沖縄県 ４５７ ５４ ８ ４９３ 

合 計 ３３,９２９ ２,２８０   ４２７ ３４,８９０ 



・表彰状の進呈 （北海道本部・埼玉県本部・東京都本部・大阪府本部） 

 ・表彰状、報奨金 10 万円（全日・保証との按分）の進呈 

 （青森県本部・岩手県本部・静岡県本部・奈良県本部・鳥取県本部・岡山県本部 

徳島県本部・愛媛県本部・佐賀県本部） 

 

 

（４）入会促進グッズの制作について 

 

令和４年度版として入会パンフレット「協会のご案内」を改訂・配布した。 

 

 

（５）新規入会者の紹介者への謝礼について（地方本部の活動） 

 

①入会手続き代行行政書士等に対する商品券等の進呈 

・北海道本部 ・茨城県本部 ・栃木県本部 ・千葉県本部 ・東京都本部 ・長野県本部 

 ・岐阜県本部  ・愛知県本部 ・京都府本部 ・奈良県本部 ・香川県本部  ・愛媛県本部 

・福岡県本部  ・沖縄県本部 

 

②新規入会者の紹介会員に対する商品券等の進呈 

・北海道本部  ・宮城県本部 ・秋田県本部 ・福島県本部  ・茨城県本部 ・栃木県本部 

・群馬県本部  ・千葉県本部 ・東京都本部 ・石川県本部 ・長野県本部  ・岐阜県本部 

・愛知県本部  ・滋賀県本部 ・京都府本部 ・奈良県本部 ・広島県本部  ・山口県本部 

・徳島県本部  ・香川県本部 ・愛媛県本部 ・福岡県本部 ・大分県本部 ・沖縄県本部 

 

 

（６）入会パンフレット・ポスターの配付・設置等、その他活動について（地方本部の活動） 

 

組織活動の充実強化を図るため、（公社）全日本不動産協会地方本部と共同して入会促進に努めた。 

地方本部 実施内容 

 北海道本部 

各親睦会への助成 

ブロック・部会等への広告費助成 

開業キャンペーン実施 

宮城県本部 入会促進用ポスター配布 

秋田県本部 県内地域振興局の窓口へ入会促進パンフレット・入会申込書設置 

福島県本部 

入会促進パンフレット配布 

入会物品進呈 

青年会活動支援 

茨城県本部 

入会促進パンフレット配布 

HP に入会促進広告掲載 

新規入会者に首都圏不動産公正取引協議会ステッカー交付 

栃木県本部 
入会者にラビーちゃんぬいぐるみ供与 

入会促進パンフレット配布 

群馬県本部 

入会促進パンフレット配布 

入会者にラビーちゃんぬいぐるみ供与 

協会カレンダー配布 



埼玉県本部 新入会者への一部助成キャンペーン 

千葉県本部 
入会促進グッズ制作・配布 

県庁窓口にて入会パンフレット設置・配布 

東京都本部 

入会促進パンフレット・キャンペーン用チラシ配布 

インターネット広告の実施  

駅前広告看板の掲出 

東京都不動産業課窓口に協会パンフレット設置 

ＬＩＮＥクリエーターズスタンプ（ラビーちゃん）販売 

神奈川県本部 
入会促進パンフレット配布 

入会キャンペーン実施 

山梨県本部 
県庁建築住宅課窓口にて入会促進パンフレット設置・配布 

ラビーネットポータルサイトコンテンツ問合せ一覧配布 

新潟県本部 入会パンフレット郵送（新規宅建免許取得者対象） 

富山県本部 入会促進パンフレット配布 

長野県本部 新規入会者に対し入会促進グッズ（ラビーちゃんぬいぐるみ）配付 

石川県本部 入会促進チラシ配布 

福井県本部 福井県建築住宅課窓口に入会促進用パンフレット設置 

岐阜県本部 入会促進グッズ・パンフレット配布 

愛知県本部 
入会促進グッズ（ラビーちゃんぬいぐるみ）・パンフレット配布 

青年部会開催、会員交流親睦等の支援活動 

滋賀県本部 入会者に記念品の進呈 

兵庫県本部 
入会促進パンフレット配布 

WEB 申込入会者に QUO カード進呈 

奈良県本部 青年部会活動支援（全国青年部大会山口県大会） 

和歌山県本部 入会促進パンフレット配布 

島根県本部 入会促進パンフレット配布 

広島県本部 入会促進パンフレット配布 

山口県本部 入会促進グッズ・パンフレット配布 

徳島県本部 

入促進パンフレット配布 

青年部会・女子部会活動支援 

（四国地区青年部合同意見交換会・全国青年部連絡協議会会議・勉強会） 

香川県本部 
新規入会者に対し、入会促進グッズ配布 

青年部会活動支援（規縮小実施） 

愛媛県本部 
入会促進パンフレット配布・ラビーちゃんマスコット供与 

青年部会活動支援 

高知県本部 

専門学校、県庁等に入会促進用パンフレットを設置・配布 

入会キャンペーン実施 

青年部会活動支援（四国地区青年部合同意見交換会・全国青年部大会山口県大会） 

福岡県本部 

入会促進パンフレット・入会キャンペーンチラシ配布 

県土整備事務所窓口にて入会促進パンフレット設置・配布 

久留米連絡事務所の設置 

佐賀県本部 
「宅地建物取引業免許申請書記入例」を制作し入会希望者に配布 

「ラビーネットポータルサイトコンテンツ一覧」配布 

長崎県本部 
入会促進グッズ（クリアファイル）配布・（付箋）作成 

入会促進パンフレット配布 

大分県本部 
入会促進グッズ（ボールペン・クリアファイル）及び入会促進用パンフレット

配布 



 

 

６．広報事業 

 

（１）広報誌の発行について 

 

（公社）全日本不動産協会地方本部と共同して、以下のとおり会報誌等を発行した。 

 

 

（２）ホームページの管理・運営について 

 

ホームページの管理・運営を行い、会員に向けて、総本部・地方本部において必要な最新情報等

の発信に努めた。 

 

 

 

 

宮崎県本部 入会促進グッズ（タオル）及び入会促進用パンフレット配布 

鹿児島県本部 
入会促進用ラビーちゃんグッズ、公取ハンドブック・業者票等、配布 

プロバスケットボールチーム（鹿児島レブナイズ）ボランティア活動 

地方本部 広報誌名 発行時期等 

北海道本部 「Rabby」 年度内３回発行 

青森県本部 「全日青森」 年度内４回発行 

秋田県本部 「全日あきた」 年度内２回発行 

宮城県本部 「全日みやぎ」 年度内３回発行 

福島県本部 「全日ふくしま」 年度内３回発行 

群馬県本部 「全日ぐんま通信」 年度内５回発行 

埼玉県本部 「全日さいたま」 年度内２回発行 

千葉県本部 「全日ちば」 年度内２回発行 

東京都本部 「不動産東京」 年度内３回発行 

神奈川県本部 「全日かながわ」 年度内４回発行 

山梨県本部 「全日やまなし」 年度内１回発行 

新潟県本部 「全日にいがた」 年度内７回発行 

岐阜県本部 「岐阜県本部だより」 年度内 12 回発行 

静岡県本部 「全日静岡速報」 年度内 40 回発行 

愛知県本部 「全日・保証・ＴＲＡのたより」 年度内 12 回発行 

三重県本部 「全日三重」 年度内 23 回発行 

京都府本部 「会員通信」 年度内 12 回発行 

奈良県本部 「全日奈良通信」 年度内２回発行 

岡山県本部 「Monthly 通信」 年度内 12 回発行 

広島県本部 「全日ひろしま」 年度内１回発行 

山口県本部 「全日やまぐち」 年度内１回発行 

愛媛県本部 「ラビット通信」 年度内２回発行 

高知県本部 「全日こうち」 年度内１回発行 

長崎県本部 「News 全日長崎」 年度内 12 回発行 

沖縄県本部 「全日 OKINAWA ゆい」 年度内３回発行 



 

（３）業界紙等への広告掲載について 

 

各地方本部においても（公社）全日本不動産協会地方本部と共同して、以下のとおり実施した。 

地方本部 掲載誌名 広告時期・内容等 

北海道本部 北海道住宅産業新聞 
1/1  年賀広告 

7/16 暑中見舞広告 

 秋田県本部 ナビックスあきた（タウン誌） 入会 PR 広告（９月） 

宮城県本部 河北新報 
４/12・7/8・10/14・11/29・1/17・2/17  

開業セミナーほか記念キャンペーン告知案内 

福島県本部 

福島民友新聞 

4/28 春の住宅特集 

1/1 年賀広告 

3/11 東日本大震災から 12 年特集 

福島民報社 
1/1 年賀広告 

3/11 震災・原発事故から１２年特集 

栃木県本部 

下野新聞 
7/29 暑中見舞い広告 

9/30 いちご一会とちぎ国体企画紙面 協会広告 

毎日新聞 9/29 宇都宮市長は語る企画紙面 協会広告 

朝日新聞 
11/26 宇都宮市が目指すまちづくり企画紙面 

協会広告 

宇都宮空き家会議通信 年度内２回 協会広告 

埼玉県本部 

週刊住宅新聞 
8/1 号 暑中見舞い広告 

1/2 号 新年挨拶 

埼玉新聞 

11/14 号 ラビーネット不動産等 

1/1 号 新年挨拶 

1/6 号 本部長挨拶 

住宅新報 1/3 号 新年挨拶 

千葉県本部 
住宅新報 

8/23 号・11/8 号 開業支援セミナー案内 

1/３号 年賀広告 

1/17 号 開業支援セミナー案内 

千葉日報 1/1 号 年賀広告 

東京都本部 

不動産経済「REE 第 112 号」 7/20 号 12/9 号 協会 PR 広告掲載 

週刊住宅タイムズ 
8/1 号（暑中特集号）協会広告掲載 

1/2 号 

 

  住宅新報 

8/2 号（夏季特別編集号）協会広告掲載 

10/18 号（2022 年度宅建士回答速報特集） 

1/3 号（新年特集号） 

都政新報 9/2 号 東京都防災特集協賛広告 

山梨県本部 山梨日日新聞 

4/9 不動産開業相談会 

6/4・10/8・11/1・12/3・2/11・2/25 開業支援広告 

9/27・10/1 全国一斉無料相談会広告 

長野県本部 信濃毎日新聞 

４/24・5/12・6/9・6/27・8/5・10/3・10/27 

11/10・12/4・12/18・1/22・3/16 

開業支援広告掲載 

愛知県本部 
住宅新報 8/2 号・8/9 号 暑中（開業支援案内）広告 

中部経済新聞 5/26 号 会員募集広告 



 

 

（４）その他の広報活動 

 

（公社）全日本不動産協会地方本部と共同して、以下のとおり実施した。 
 

地方本部 実施内容 

茨城県本部 県庁舎施設内に会員募集告知及び協会 PR ポスター掲出 

千葉県本部 
モノレール「県庁前駅」に協会看板設置 

プロバスケットボールチーム「千葉ジェッツ」にスポンサー協賛 

埼玉県本部 

所沢少年サッカー連盟選手名簿に協会広告掲載 

草加市近隣少年野球交流大会・所沢シティマラソン大会・ひこーきカップ中央大会 

吉川市近隣少年野球大会・選抜高校女子サッカー大会「めぬまカップ」ｉｎ熊谷 

協賛・後援 

長野県本部 県ホームページ上での開業支援バナー広告掲載（令和４年４月～令和５年３月） 

大阪府本部 京阪電鉄改札前・大阪地下鉄改札前に案内広告掲載 

岡山県本部 岡山県公用封筒裏面に協会広告掲載 

高知県本部 
看板広告設置（高知市中心街・県西部） 

協会カレンダー配布・提供 

 

 

 

福岡県本部 

会員募集屋外看板設置（福岡市内３カ所） 

市営地下鉄博多駅改札前掲示板 １カ所 

新規入会増強企画（開業セミナー/開業相談会等）HP 掲載 

令和４年度キャンペーンの実施 HP 掲載・チラシ 

メルマガ登録・ラビーちゃん人形プレゼント PR 活動 

紹介者エントリーシート PR 活動 

最寄りバス停での協会バス車内アナウンス（令和４年３月～令和５年３月） 

新入会向け及びイベント等にてボールペン、ラビーちゃんバッジほか配布 

会員店頭用ステッカー・ラビーちゃんシールの配布 

 

 

 

 

                             

 

 

福岡県本部オリジナル T シャツ配布及び PR 動画の作成・上映 ほか 

 

 

新規入会増強企画等を HP へ掲載 

大分県本部 

市役所公用封筒に協会広告掲載 

ゼンリンの大分市センターマップに広告 

2020 年版大分市暮らしの便利手帳に広告 

大分市及び中津市に野点看板設置 

 

 

大阪府本部 
住宅新報 暑中見舞広告・年賀広告 

産経新聞 新年名刺広告 

岡山県本部 山陽新聞 
5/21・6/18・10/15・11/19 

開業支援セミナー開催広告 

徳島県本部 徳島新聞 全国一斉無料相談会広告、会員募集広告 

香川県本部 四国新聞 協会 PR 広告（年間２回掲載） 

愛媛県本部 ウィークリーえひめリック（情報紙） 毎月２回 入会案内・行事開催案内 

福岡県本部 
西日本新聞・読売新聞 久留米連絡事務所開設記念・開業セミナー広告 

朝日新聞 空き家の活用特集記事協会 PR 広告 

佐賀県本部 あぱなび・住宅インフォメーション 協会の紹介・開業セミナー等案内広告掲載 

大分県本部 大分合同新聞 不動産開業セミナー、全国一斉無料相談会広告 

宮崎県本部 宮崎日日新聞 上半期６回・下半期２回 開業セミナー広告掲

載 

鹿児島県本部 

南日本新聞 賀詞名刺広告掲載 1/1 

RENET（不動産総合雑誌） 

 

名刺広告掲載 8 月・1 月 

アットホーム 名刺広告掲載 8 月・1 月 



７．その他事業（総務・財務関係） 

 

（１）令和４年度定時総会の運営及び実施 

 

引き続き「新型コロナウイルス感染症」の感染防止を第一とし、政府ガイドラインに則り会場スペ

ースの拡大、飛沫防止パネルの設置や代議員席の間隔を拡げる措置等を講じつつ、令和４年度定時総

会を開催した。 

 

１．開催日時 令和４年６月 30 日（木） 16 時 15 分～17 時 45 分 

２．開催会場 ホテルニューオータニ「鶴の間」 

３．出席状況 代議員定数 347 名中 出席代議員 269 名、委任状 60 名 有効出席者 329 名 

４．報告事項 

（１）令和３年度 事業報告に関する件 

（２）令和３年度 決算報告に関する件 

（３）令和３年度 監査報告に関する件 

（４）令和４年度 事業計画に関する件 

（５）令和４年度 収支予算に関する件 

５．決議事項 

第１号議案 「定款」の一部改正に関する件（承認） 

※デジタル技術導入による会議運営の効率化等を推進するための内容を盛り込んだ定款の 

一部改正案につき、定款第 27 条第２項の規定に基づく採決の結果、総代議員 347 名の議 

決権の３分の２以上に当たる 287 名の賛意を得て可決承認された。 

 

 

（２）本部長の辞任 

 

 島根県本部長 山根 潤 氏（令和５年１月 15 日） 

 

 

（３）委員会委員の選任 

 

第１回理事会において、代議員選挙管理委員会委員１名（竹尾勝弘氏：大阪府本部）の補充選任を 

行った。（令和４年６月 10 日開催理事会承認） 

 

 

（４）役員研修会の実施（公益社団法人全日本不動産協会・公益社団法人不動産保証協会との共催） 

   

日時 令和５年 1 月 11 日（水） 15：00 ～ 17：10 

会場 ホテルニューオータニ 「おり鶴 悠の間」 

演題 「どうなる？これからの日本経済」  

講師：関西大学 政策創造学部 教授 白石真澄 氏 

   「今後の不動産政策の展開について」  

講師：国土交通省 不動産・建設経済局 不動産業課長 三浦逸広 氏 



 

（５）新年賀詞交換会の実施（公益社団法人全日本不動産協会・公益社団法人不動産保証協会との共催） 

 

日時 令和５年１月 11 日（水）17：30 ～ 19：00  

会場 ホテルニューオータニ「芙蓉の間」 

 

 

（６）定款及びその他規程等の見直し 

 

・「地方本部の組織及び運営に関する規則」の一部改正           （令和４年６月 10 日理事会承認） 

                               （令和４年 12 月２日理事会承認） 

・「支部組織運営細則基準」の一部改正              （令和４年６月 10 日理事会承認） 

                  （令和４年 6 月 29 日理事会承認） 

（令和４年 12 月２日理事会承認） 

・「一般社団法人全国不動産協会 全日ラビー少額短期保険株式会社の役員就任に関する規程」の改廃 

                               （令和 4 年 6 月 10 日理事会承認） 

・「地方本部組織運営細則」の一部改正【北海道・大阪府・愛媛県】（令和４年 6 月 29 日理事会承認） 

・「慶弔取扱規程」の制定                    （令和４年 6 月 29 日理事会承認） 

・「地方本部運営協力金規程」（モデル）の一部改正          （令和４年 10 月 19 日理事会承認） 

・「文書管理規程」ならびに地方本部版「文書管理規程」（モデル）の制定 

（令和４年 10 月 19 日理事会承認）   

  ・「事務処理決裁規程」の制定                   （令和４年 10 月 19 日理事会承認） 

    ・「TRA 人間ドック受診費助成金交付要綱」の一部改正          （令和４年 10 月 19 日理事会承認） 

・「代議員選出規程」の一部改正                     （令和４年 12 月２日理事会承認） 

・「地方本部総会議事運営規程」（モデル）の制定                （令和４年 12 月２日理事会承認） 

・「地方本部運営協力金規程」の一部改正 【北海道・京都府】     （令和５年３月 17 日理事会承認） 

・「TRA 人間ドック受診費助成金交付要綱」の一部改正          （令和５年３月 17 日理事会承認） 

・「TRA 共済事業に関する規程」の一部改正                    （令和５年３月 17 日理事会承認） 

・「地方本部役員の資格審査に対する不服申立規程」の制定       （令和５年 3 月 17 日理事会承認） 

・「電子取引データの訂正及び削除の防止に関する事務処理規程」の制定 

（令和５年３月 17 日理事会承認） 

・「地方本部文書管理規程」（モデル）の一部改正               （令和５年３月 17 日理事会承認） 

 

 

（７）地方本部の運営 

 

①和歌山本部理事定数割れに伴う同本部の運営支援に向けて、第１回理事会において、総本部として

必要な指導及び協力を行う方針を決定した。（令和４年６月 10 日理事会承認） 

 

②来年度での地方本部代議員選挙の実施・運営に向けて、「代議員選挙の手引」を令和５年度版として

改訂し、地方本部へ周知した。 

 



 

③理事会での申し合わせ事項として、本部長候補者の選出にあたり、全日の本部長候補者と同一人と

することを決議した。（令和４年 12 月２日理事会承認） 

 

④全日・保証との合同による「令和 4 年度地方本部事務局研修会」を各地方本部事務局職員との間で、

Zoom ミーティング形式にて実施した。 

（令和５年２月１日開催 メイン会場：全日会館６階大会議室） 

講演「インボイス制度の概要と実務」 

講師：熊王征秀 氏  （熊王税理士事務所 税理士） 

     今村 正 氏 （税理士法人 千代田タックスパートナーズ 代表社員・税理士） 

 

 ⑤本会理事会での承認を得て地方本部が制定することのできる地方本部役員の資格要件について、 

１７地方本部からの申請を受けて、これを承認し通知した。（令和５年３月１７日理事会承認） 

 

 

（８）諸会議の開催 

 

以下のとおり、諸会議を開催した。 
 

会議の名称 開催日 開催回数 

令和４年度 定時総会 令和４年６月 30 日 １回 

理事会 
令和４年６月 10 日・６月 29 日・10 月 19 日・12 月２日 

令和 5 年 3 月 17 日 
５回 

正副会長会 
令和４年５月 13 日・５月 30 日（※）・６月 16 日・９月 30 日・10 月 14 日 

11 月 10 日・12 月 21 日・令和５年２月 27 日 
８回（※書面表決） 

監査会 令和４年５月 19 日（令和３年度期末監査会）・11 月 16 日 ２回 
 

各種委員会 

総務委員会（合同） 

  〃 （TRA 単独） 

財務委員会（合同） 

広報委員会（合同） 

 

  

資格審査委員会（合同） 

組織委員会（合同） 

綱紀委員会（合同） 

代議員選挙管理委員会 

（合同） 

相談事業委員会 

 

厚生委員会  

会員支援委員会 

組織広報合同意見交換会 

 

 

令和４年６月８日・９月５日・11 月８日・令和 5 年２月１日            

令和５年１月 13 日（※） 

令和４年４月 28 日・9 月２日・10 月 28 日・令和５年１月 27 日・３月 7 日 

令和４年４月 13 日*・５月 24 日*・６月 23 日*・７月 19 日*・８月 22 日* 

10 月 26 日*・11 月 29 日*・12 月７日*・令和５年 2 月 14 日* 

令和４年９月 20 日・令和５年 1 月 12 日・３月 22 日           

令和４年 11 月 29 日（※）・令和５年 2 月 24 日・3 月 10 日                      

令和４年６月 21 日（※）・12 月 9 日 

令和４年 12 月 6 日（※）                               

令和４年 12 月 9 日（※）・令和５年 3 月 6 日                     

                                  

令和４年７月 22 日（※）・９月 20 日（※）・11 月 25 日（※）      

（※家賃債務保証検討会含む） 

令和４年９月８日・11 月 11 日・令和 5 年 2 月 24 日 

令和４年８月 24 日・11 月 28 日・令和５年 3 月７日・3 月 30 日                 

令和４年 12 月１日 

 

 

４回 

１回（※書面表決） 

５回 

９回*（*委員長会議） 

 

３回 

３回（※書面表決） 

２回（※書面表決） 

１回（※書面表決） 
 

２回（※書面表決） 

 

３回 

 

３回（※書面表決） 

４回 

１回 

 



 
 
（９）その他本会運営に関する施策等 

 

①総本部と地方本部事務局間での情報共有、統一的な運用を図る目的として「総本部・地方本部事務局 

会議」を設置し、理事会の開催ごと近時に実施した。 

 

②会員への情報伝達を効率的に行うためのメール配信システムを導入した。 

 

③「個人情報の取扱い」として、会員メールアドレス情報を全日・保証と共同利用することに関する条 

項を追記した。 

 

 ④全日ラビー少額短期保険株式会社役員として、本会理事４名（会長、副会長２名、専務理事１名）が就

任した。 

 

⑤（公社）全日本不動産協会が手がける DX と業務効率化の推進に協力した。（通年） 

・文書管理システム「DocuShare」の全国展開の運用（47 地方本部との共同利用）に向けた環境整備

等の準備を進めた。 

・ペーパーレス会議の推進に向けたシステム導入に協力した。 

・「入会等手続電子申請システム」の運用開始に向けて協力した。 

 

⑥宅地建物取引業者の代表者等の旧姓の取扱いに係る「宅建業法の解釈・運用の考え方」の改正に伴う

会員管理システム改修に協力した。 

 

 

  

※事業報告に係る附属明細書について 

 

 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第３項に規定する「事業報告の内容を補足 

する重要な事項」が存在しないため、附属明細書を作成しない。 


